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育児休業規則 
 
（目的） 
第１条 
この規則は、就業規則に基づき従業員の育児休業に関する取扱いについて定める。 
 
（育児休業の対象者） 
第２条 
育児のために休業することを希望する従業員であって、１歳に満たない子（実子又は養子）と同居し、

養育するものであり、育児休業終了後引き続き勤務する意思のある者は、この規則の定めにより育児

休業することができる。ただし、次の従業員は育児休業をすることができない。 
（１） 日々雇い入れられる者 
（２） 入社１年未満の者 
（３） 休業申出があった日から起算して１年以内に雇用関係が終了することが明らかな者 
（４） １週間の所定労働日数が２日以下の者 
 
（育児休業の申出の手続） 
第３条 
育児休業を希望する者は、原則として育児休業を開始しようとする日（以下「休業開始予定日」とい

う。）の１か月前（第４条第７項の１歳から１歳６か月までの育児休業については２週間前）までに、

所定様式の育児休業申出書により所属長を経由し総務部長に申し出るものとする。 
２  申出は、次の各号の１に該当する場合を除き、一子について１回限りとし、双子以上の場合も一
子とみなす。ただし、第４条第９項の最初の育児休業については 1回の申出にカウントしない。 
（１） 第４条第７項に基づく育児休業の申出をする場合 
（２） 配偶者の死亡等特別の事情がある場合 
３  会社は育児休業申出書を受け取るにあたり、その事実を証明する書類の提出を求めることがある。 
４  育児休業申出書が提出されたときは、会社は速やかに申出者に対し、育児休業取扱通知書を交付
する。 
５  申出の日後に申出に係る子が出生したときは、申出者は、出生後２週間以内に、所定の育児休業
対象児出生届により所属長を経由し総務部長に申し出なければならない。 
６  申出者は、所定様式の育児休業申出撤回届を所属長経由で総務部長に提出することにより、育児
休業開始予定日の前日までは、育児休業の申出を撤回することができる。 
７  育児休業の申出を撤回した者は、第４条第７項に該当する場合を除き、特別の事情がない限り、
同一の子については再度申出をすることができない。 
 
（育児休業の期間等） 
第４条 
育児休業の期間は、原則として、子が１歳に達する日（誕生日の前日）まで（第６項、第７項又は第

８項に基づく育児休業の場合はそれぞれ定められた期間の末日まで）を限度として育児休業申出書に
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記載された期間とする。 
２  前項にかかわらず、会社は育児休業、介護休業等育児又は家族介護を伴う労働者の福祉に関する
法律（以下、「育児・介護休業法」という。）の定めるところにより育児休業開始予定日の指定を行う

ことができる。 
３  従業員は、育児・介護休業法の定めるところにより休業開始予定日の繰上げ変更及び育児休業を
終了しようとする日（以下「休業終了予定日」という。）の繰下げ変更を行うことができる。 
４  従業員が休業終了予定日の繰上げ変更を希望する場合には、書面で理由を付して所属長を経由し
総務部長に申し出るものとし、会社がこれを適当と認めた場合には、原則として繰上げ休業終了予定

日の１週間前までに本人に通知する。 
５  次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、育児休業は終了するものとし、当該育児休
業の終了日は当該各号に掲げる日とする。 
（１） 子の死亡等、育児休業に係る子を養育しないこととなった場合 
 当該事由が発生した日（なお、この場合において本人が出勤する日は、事由発生の日から２

週間以内であって、会社と本人が話合いのうえ決定した日とする。） 
（２） 育児休業に係る子が１歳に達した場合  子が１歳に達した日 
（３） 第６項、第７項又は第８項に該当する場合 それぞれ定められた期間の末日 
（４） 産前産後休暇、介護休業又は新たな育児休業期間が始まった場合 
 産前産後休暇、介護休業又は新たな育児休業期間の開始日の前日 
（５） 育児休業期間開始後に労使間の「育児休業に関する協定」により育児休業の対象から除外する

こととされた労働者に該当した場合 
 原則として当該事由が発生した日から２週間以内であって会社が指定した日 
６  育児休業中の従業員は、次の各号の１に該当する場合は、育児休業に係る子が１歳６か月に達す
るまでの期間について会社に育児休業の延長を申し出ることができる。 
（１） 育児休業に係る子について保育所入所を希望するも入所できない場合 
（２） 子が１歳に達する日以後その育児にあたる予定であった配偶者が、死亡、負傷、疾病等の事情

により育児不能になった場合 
７  子が１歳に達する日までその配偶者が育児休業中であった従業員は、前項第１号に該当する場合
には、子が１歳に達する日以後１歳６か月に達するまでの期間について会社に育児休業を申し出るこ

とができる。 
８  育児休業しようとする従業員が、子の１歳の誕生日又は誕生日以前の日を育児休業開始日とし、
かつその日以前の日から配偶者が育児休業していた場合は、第１項にかかわらず、子が１歳２ヶ月に

達する日まで育児休業できる。ただし、育児休業の通算期間は、出生日・産後休暇期間を含めて１年

以内とする。 
９  育児休業開始後、子の出生日又は出産予定日のいずれか遅い方から８週間以内に育児休業を 
終了した従業員は、前条第２項にかかわらず子が１歳に達するまでは再度育児休業を申し出ることが

できる。 
 
（給与等の取扱い） 
第５条 
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育児休業の期間の月例給与については、無給とする。 
２  育児休業の期間の賞与については、私傷病欠勤者と同様に取扱う。 
３  昇給は実施する。ただし、新給与は育児休業の期間が終了し、復職した日から適用する。 
４  育児休業の期間は勤続年数に算入する。ただし、育児休業期間中及び復職後１年以内に自己都合
により退職した場合は、勤続年数に算入しない。 
 
（社会保険等の取扱い） 
第６条 
育児休業期間中の社会保険料従業員負担分の免除等については法令の定めるところによる。 
２  育児休業期間中に特別徴収すべき住民税及び給与より控除されるべきものがある場合は、会社が
立替払いする。 
３  前項における会社立替払分の精算は、原則として毎月行うものとする。ただし、特別の事情があ
ると会社が認めた場合は、会社と申出者の話合いにより決定する。 
 
（復職後の取扱い） 
第７条 
育児休業後の勤務は、原則として旧職務に復帰させる。ただし、旧職務に復職できないときは、他の

職務に配属する。 
 
（年次有給休暇） 
第８条 
年次有給休暇の権利発生のための出勤率の算定にあたっては、育児休業をした日は出勤したものとみ

なす。 
 
（育児のための時間外労働の制限） 
第８条の２ 
小学校就学の始期に達するまでの子を養育する従業員が当該子を養育するために申し出た場合は、就

業規則の規定にかかわらず、事業の正常な運営に支障がある場合を除き、１か月について２４時間、

１年について１５０時間を超えて時間外労働をさせることはない。 
２  前項にかかわらず、次の従業員は時間外労働の制限を申し出ることができない。 
（１） 日々雇い入れられる者 
（２） 入社１年未満の者 
（３） １週間の所定労働日数が２日以下の者 
３  申出をしようとする者は、１回につき、１か月以上１年以内の期間（以下「制限期間」という。）
について、制限を開始しようとする日（以下「制限開始予定日」という。）及び制限を終了しようと

する日を明らかにして、原則として、制限開始予定日の１か月前までに、所定様式の育児のための時

間外労働制限申出書により所属長を経由して総務部長に申し出るものとする。 
４  会社は、育児のための時間外労働制限申出書を受け取るにあたり、その事実を証明する書類の提
出を求めることがある。 
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５  申出の日後に申出に係る子が出生したときは、育児のための時間外労働制限申出書を提出した者
（以下「申出者」という。）は、出生後２週間以内に所定様式の時間外労働制限対象児出生届により

所属長を経由して総務部長に申し出なければならない。 
６  制限開始予定日の前日までに、申出に係る子の死亡等により申出者が子を養育しないことになっ
た場合には、申出されなかったものとみなす。この場合、申出者は速やかに所属長を経由して総務部

長にその旨を通知しなければならない。 
７  次の各号のいずれかの事項が生じた場合には、制限期間は終了するものとし、当該制限期間の終
了日は当該各号に掲げる日とする。 
（１） 子の死亡等制限に係る子を養育しないこととなった場合 
 当該事由発生日 
（２） 制限に係る子が小学校入学の始期に達した場合 
 子が６歳に達した日の属する年度の３月３１日 
（３） 申出者について、産前産後休暇、育児休業又は介護休業が始まった場合 
 産前産後休暇、育児休業又は介護休業の開始日の前日 
８  前項第１号の事項が生じた場合は、従業員は速やかに所属長を経由して総務部長にその旨を通知
しなければならない。 
 
（育児のための深夜業の制限） 
第９条 
小学校就学の始期に達するまでの子を養育する従業員が当該子を養育するために申し出た場合は、就

業規則の規定にかかわらず、事業の正常な運営に支障がある場合を除き、午後１０時から午前５時ま

での間（以下「深夜」という。）に労働させることはない。 
２  前項にかかわらず、次の従業員は深夜業の制限を申し出ることができない。 
（１） 日々雇い入れられる者 
（２） 入社１年未満の者 
（３） 申出に係る子の１６歳以上の同居の家族が次のいずれにも該当する者 

ア 深夜に就業していない（１か月について深夜における就業が３日以下の者を含む。） 
イ 心身の状況が申出に係る子の保育をすることができること 
ウ ６週間（多胎妊娠の場合は１４週間）以内に出産の予定がなく、又は産後８週間以内で

ないこと 
（４） １週間の所定労働日数が２日以下の者 
（５） 所定労働時間の全部が深夜にある者 
３  申出をしようとする者は、１回につき、１か月以上６か月以内の期間（以下「制限期間」という。）
について、制限を開始しようとする日（以下「制限開始予定日」という。）及び制限を終了しようと

する日を明らかにして、原則として、制限開始予定日の１か月前までに、所定様式の育児のための深

夜業制限申出書により所属長を経由して総務部長に申し出るものとする。 
４  会社は、育児のための深夜業制限申出書を受け取るにあたり、その事実を証明する書類の提出を
求めることがある。 
５  申出の日後に申出に係る子が出生したときは、育児のための深夜業制限申出書を提出した者（以
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下「申出者」という。）は、出生後２週間以内に所定様式の深夜業制限対象児出生届により所属長を

経由して総務部長に申し出なければならない。 
６  制限開始予定日の前日までに、申出に係る子の死亡等により申出者が子を養育しないことになっ
た場合には、申出はされなかったものとみなす。この場合、申出者は速やかに所属長を経由して総務

部長にその旨を通知しなければならない。 
７  次の各号のいずれかの事項が生じた場合には、制限期間は終了するものとし、当該制限期間の終
了日は当該各号に掲げる日とする。 
（１） 子の死亡等制限に係る子を養育しないこととなった場合 
 当該事由発生日 
（２） 制限に係る子が小学校入学の始期に達した場合 
 子が６歳に達した日の属する年度の３月３１日 
（３） 申出者について、産前産後休暇、育児休業又は介護休業が始まった場合 
 産前産後休暇、育児休業又は介護休業の開始日の前日 
８  前項第１号の事項が生じた場合は、従業員は速やかに所属長を経由して総務部長にその旨を通知
しなければならない。 
 
（育児のための所定外労働の免除） 
第１０条 
従業員で３歳に満たない子（実子又は養子）と同居し、養育するものは、会社に申し出て、所定外労

働の免除の適用をうけることができる。 
２  従業員が前項の申し出をしようとするときは、１回につき、１か月以上１年以内の期間について、
原則として適用開始を希望する日の１ヶ月前までに所定の様式により所属長を経由して総務部長に

申し出るものとする。 
 
（育児短時間勤務） 
第１０条の２ 
３歳に満たない子と同居し、養育するものは、原則として適用開始を希望する日の１ヶ月前までに所

定の様式により所属長を経由して総務部長に申し出て、育児短時間勤務の適用をうけることができる。 
２  育児短時間勤務の適用をうける従業員の１日の勤務時間は５時間４５分とする。ただし、従業員
が５時間４５分以上の勤務時間を希望する場合は、所属長と相談の上、６時間、６時間１５分、６時

間３０分、６時間４５分、７時間、７時間１５分のいずれかを選択する。 
３  育児短時間勤務の始業及び終業の時刻は、所属長と相談の上定める。 
 
（法令との関係） 
第１１条 
育児休業に関してこの規則に定めのないことについては、育児・介護休業法その他の法令の定めると

ころによる。 
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（平成２２年６月１日付改定） 


